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平成31年度事業計画 

 

１ 事業の推進にあたって  

現在国では、「我が事」「丸ごと」の地域づくりを推進しています。その背景には、福

祉関連制度が整備されて公的支援の充実が図られた一方で、高齢化や核家族化の進展に伴

い、高齢者のみの世帯や単身世帯の増加による社会的孤立が心配され、家庭が果たしてき

た機能が変化していること、また、貧困や介護、育児、障がいなどの複合的な課題を抱え

ている世帯に包括的な対応が必要なこと、さらに、一人ひとりが抱える課題が福祉分野だ

けでなく、保健医療や就労などさまざまな分野にまたがって支援を必要とする人が増えて

いることがあげられます。 

埼玉県では、第５期埼玉県地域福祉支援計画（平成30年度～平成32年度）が策定され、

志木市においては、高齢者・障がい者・子育て・健康など各種行政計画の上位計画と位置

付けられている第３期志木市地域福祉計画と本会の第４次地域福祉活動計画（平成27年度

～平成31年度）の計画最終年として、次期計画に向けその見直しを進めています。さらな

る地域のつながりづくり、支え合える体制づくりのために、市と社協が車の両輪のように

連携して取り組んでいるところです。 

そこで本会では、地域福祉計画と地域福祉活動計画の見直しを踏まえつつ、高齢者、障

がい者、子ども・子育て、低所得世帯への支援など現在取り組む各種地域福祉事業での関

わりを通じて福祉ニーズを的確に捉え、「地域福祉のネットワークで支え合い・助け合い」

をテーマに掲げ、関係組織や事業所間の連携体制の強化により、市民一人ひとりのさまざ

まな生活課題の解決を図ってまいります。 

また、近年、自然災害が多く発生していることなどから、日頃の備えや地域活動を強化

していく必要性があるため、平成３１年度は災害時対策としても今まで以上に町内会や民

生･児童委員、福祉施設、ボランティアなどの地域福祉関係団体や行政機関とのネットワー

クづくりに力を注いでまいります。 

  



- 2 - 

 

２ 重点的な取り組みについて 

(1) 共助の精神の浸透 

志木市が策定する第４期志木市地域福祉計画に併せ、本会では第５次地域福祉活動計

画を策定します。また、志木市と町内会･自主防災組織が計画する市民総合防災訓練の開

催に併せて、ＳＮＳを活用した志木市災害ボランティアセンター立ち上げ訓練を実施す

るほか、各々の運営施設の実情に応じた防災・避難訓練を実施することにより、緊急時

の対応はもとより、地域のつながりの重要性を広め、共助の精神の浸透を図ってまいり

ます。 

(2) 高齢者福祉の推進 

地域包括支援センターや居宅介護支援事業所では、高齢者が住み慣れた地域で自分ら

しい生活を人生の最後まで続けることができるように、介護や医療、さらには住まいや

生活支援といった、高齢者を支えるサービスを一体的に提供するための調整役として重

要な役割があり、その体制を志木市と連携を図った生活支援コーディネーターが中心と

なり、多様な主体が連携・協力する地域のネットワークづくりを進めています。今年度

は、医療分野等多職種との連携をさらに強化してまいります。 

また、高齢者福祉をはじめとする地域福祉事業のために遺贈された横山武治様の寄附

金を原資として設置する高齢者福祉基金を効果的に活用していくため、関係する団体や

行政関係者を含めた検討委員会を設置し、その活用方法を協議します。 

(3) 障がい者支援体制の整備 

  東館の設備を活用し、障がい者通所施設の体制を整え、利用者の能力や希望に沿う一

体的な通所施設として業務を展開していくほか、介護福祉システムを導入し、支援情報

や方針を共有して支援にあたります。 

また、相談支援事業所では、多様化・複雑化する相談に対応するため、障がいのみな

らず、児童、高齢、経済困窮に関わる相談窓口との連携を強化してまいります。 

  (4) 子ども・子育て支援の強化 

  昨年度から宗岡第四学童保育クラブが「放課後志木っ子タイムむねよん」に移行した

ことに続き、宗岡第二学童保育クラブ・宗岡第三学童保育クラブも「放課後志木っ子タ

イムむねに・むねさん」に移行します。従来学童保育クラブを利用していなかった児童

にとってもさまざまな体験ができ、放課後の安心できる体制を地域住民とともに構築し

てまいります。また、総合福祉センターの各施設では、複合施設の利点を活かして多世

代交流事業など積極的に取り組んでまいります。  
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サービス区分 １ 法人運営に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  社会福祉法人志木市社会福祉協議会の事業全体の管理をはじめ、総合的・計画的な事

業執行を行うための組織管理を行う部門として、各課間の連絡、調整を図り、適正な法

人運営を推進する。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ４３，３５３ ４７，０３３ △３，６８０ 

事業費支出 ２，８５８ ４，５２９ △１，６７１ 

事務費支出 ５，４６６ ５，４２１ ４５ 

助成金支出 ５５４ ５５４ ０ 

積立資産支出 ２，６６６ ３，００１ △３３５ 

繰入金支出 ２，１５８ ５，７１１ △３，５５３ 

支出合計 ５７，０５５ ６６，２４９ △９，１９４ 

 

３  主要な施策 

 (1) 法人・役員活動   ５，８７１千円 

      理事会、評議員会、監事会などの開催をはじめ、関係団体との交際活動を行う。 

また、役員活動の保険や法人としての損害賠償保険に加入する。 

 (2) 事務局活動   ４７，５８１千円 

      法人事務局として必要な人事管理、財務管理などを行う。 

      また、人事評価制度を試行的に導入し、職員の意欲醸成・能力向上を図る。 

 (3) 組織強化活動   １，５９７千円 

      会員の募集や福祉功労表彰を行う。会員募集は、その中心的役割となる町内会をは

じめとする住民に対し、社協の役割などの説明機会を積極的に設ける。 

   また、遺贈金の使途を検討するための委員会を設置する。 

 (4) 広報活動   １，９０８千円 

   「しき社協だより」の発行やホームページの維持管理、パンフレットの作成など、

広報活動を行う。 

   また、ＳＮＳを導入し、若い世代の広報活動を充実させるとともに、災害ボランテ

ィアセンター立ち上げ訓練においてＳＮＳを活用した広報訓練を実施する。 

 (5) 福祉サービスの適正運営   ９８千円 

      利用者からの苦情に適切に対応し、利用者が安心してサービスを利用できるよう、

運営施設ごとに苦情解決担当者を配置するとともに、第三者委員を委嘱し、その権利

を擁護する。  

（地域福祉課） 
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サービス区分 ２ 地域福祉に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  小地域を基盤とした福祉活動を支援することにより、福祉コミュニティの形成を図る。

また、地域住民の福祉・障がい理解を進めるとともにボランティア活動への関心を高め、

ボランティア・市民活動の育成、援助を行う。さらに、公的制度を重層的に補完できる

よう、地域で支える在宅福祉サービスを展開する。 

 

２ 支出予算額                                             (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ６，４００ ７，８９０ △１，４９０ 

事業費支出 ８，３３９ １０，２９７ △１，９５８ 

事務費支出 ３，９６１ ４，７３３ △７７２ 

助成金支出 ６，０３０ ５，８２０ ２１０ 

固定資産取得支出 ７１４ ６００ １１４ 

支出合計 ２５，４４４ ２９，３４０ △３，８９６ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 地域福祉活動   ８，１０２千円 

  ① 地域福祉活動計画の策定 

   第４期志木市地域福祉計画の策定に併せ、第５次地域福祉活動計画を策定する。 

    ② 生活支援体制整備事業の受託 

      市からの委託により、志木市における生活支援サービス体制の構築を図るため、生

活支援コーディネーターを配置し、地域包括ケアシステムの構築に取り組む。 

    ③ 小地域サロン活動の支援 

      近所で集まることができる場をつくり、地域での支え合いを進めるため、小地域サ

ロン活動の設立・運営などを支援する。また、夏休みを活用して多世代が交流できる

こどもランチルーム事業を総合福祉センターにおいて実施する。 

   ④ ふれあい健康交流会事業の受託 

      市からの委託により、６５歳以上の単身などの世帯で、閉じこもりがちな状況にあ

る人に対し、外出の機会と地域における高齢者間の交流を図るための介護予防事業の

一環として実施する。 

    ⑤ 家族介護者交流事業の受託 

      市からの委託により、在宅における介護活動を支援するため、介護者のストレスの

軽減を図り、介護情報を提供し、介護者相互のふれあいの場の提供などを行う事業を

市内５か所の地域包括支援センターと連携して実施する。 

  (2) ボランティア・市民活動センター   ４，７０３千円 

    ① ボランティア・市民活動センターの運営 

      ボランティア・市民活動に関する情報提供体制を整備するとともに、安心してボラ

（地域福祉課） 
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ンティア活動ができるよう、ボランティア関連の保険窓口業務、ボランティア活動保

険の助成を行い、ボランティア個人やボランティア活動団体を支援する。 

   また、志木市総合防災訓練の開催に併せ、災害ボランティアセンター立ち上げ訓練

を行う。 

  ② ボランティアの育成、ボランティア活動の場の開拓 

    初めてボランティア活動をする人のための「ボランティア講座」を実施するほか、

福祉学園などの福祉体験講座を行う。また、支援が必要な人を支える専門的技術を習

得するため、傾聴、手話、点訳、朗読などの講座・講習会を開催する。 

   さらに、災害ボランティアセンター立ち上げ訓練の実施に併せ、災害ボランティア

講座を実施する。 

  ③ 福祉教育の推進 

      次代を担う子どもたちに福祉や障がい、ボランティアに対する理解促進を図るため、

小中学校との協働による福祉体験学習を推進する。また、福祉教育を推進するため、

朝霞地区四市で協力して福祉教育に関する研修会や協力者の連絡会議などを行う。 

さらに、地域における福祉・障がいの理解者を増やすため、さまざまな障がいに関

する講演会・講習会を開催するほか、関係団体の行う障がい啓発事業などに協力する。 

  (3) 在宅福祉活動   ６，４１２千円 

  ① たんぽぽ生活応援隊の実施 

   高齢者や障がい者、子育て世帯などの社協会員に対し、日常生活で何らかの手助け

が必要な際に、地域住民による家事援助などの生活応援活動を行う。 

    ② 福祉機材の貸出 

      車椅子をはじめ、在宅で生活するうえで必要となる福祉機材などについて、社協会

員への貸出を行う。 

  ③ 車椅子専用車の貸出及び福祉有償運送事業の実施 

      常時車いすを使用しているまたは寝たきりの社協会員の外出を支援するため、車椅

子やストレッチャーのまま乗れる特殊車両の貸出を行う。また、運転手を確保できな

い社協会員のために、福祉有償運送による移送サービスを実施する。 

 ④ 災害見舞金支給事業 

      市内に居住し、火災、水害等の災害に見舞われた世帯に対し、災害見舞金を支給す

るとともに、被災復興に向けた総合的な相談援助活動を行う。 
 

  共同募金配分金による主な施策 

  (1) 地域福祉活動助成の実施（赤い羽根募金）   ４，７６２千円 

   小地域活動を活発にするため、町内会の福祉活動や地域福祉事業への助成をはじめ、

ボランティア・市民活動や福祉関係団体の行う地域福祉活動に対し助成する。 

(2) 介護用品購入支援事業（地域歳末たすけあい募金）   １，０００千円 

      介護保険制度など、公的サービスの対象とならない介護用品を低額で支給すること

により、在宅で日常的に介護をしている世帯の負担軽減を図る。 

    (3) 地域でつながる子育て応援事業（地域歳末たすけあい募金）   ４６５千円 

      地域で安心して子育てができるよう、子育て世帯に対し、子育て情報の発信に併せ

た子育て応援用品を援助することにより、子育て世帯への支援を行う。  



- 6 - 

 

サービス区分 ３ 生活福祉資金貸付事業に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  埼玉県社会福祉協議会の受託事業として、低所得者、高齢者、障がい者や離職者など

の生活を経済的に支えるとともに、在宅生活の改善や社会参加の促進を図るため、資金

の貸付と必要な相談支援を行う。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 １，３７２ １，４１５ △４３ 

事務費支出 １６５ １７３ △８ 

支出合計 １，５３７ １，５８８ △５１ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 資金貸付相談   ７６９千円  

   高齢者、障がい者、離職者などの生活に困った世帯に対し、相談援助を行うととも

に、必要に応じ生活福祉資金貸付制度により資金の貸し付けを行い、その世帯の経済

的自立や社会参加を促す。 

  (2) 債務相談    ７６８千円 

      貸付者に対し、生活安定のための相談援助を行うとともに、滞納者に対する債務相

談を行うことにより、経済的自立や社会参加を促す。 

  

（地域福祉課） 
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サービス区分 ４ 相談支援事業に要する経費 

 

１ 事業の概要 

    地域住民の抱えるさまざまな相談に対応できる福祉総合相談を実施する。 

  また、市からの委託により、障がい者やその家族が抱える福祉課題の相談に応じ、必

要な情報の提供及び助言、その他の障がい福祉サービスの利用支援など、必要な支援を

行う。さらに、虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整、その他の

障がい者などの権利擁護のために必要な援助を行う。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 １５，９０３ １５，７２９ １７４ 

事業費支出 ３０ ０ ３０ 

事務費支出 ２，８００ ２，７６０ ４０ 

支出合計 １８，７３３ １８，４８９ ２４４ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 福祉総合相談 

      地域住民の抱えるさまざまな課題に対応するため、幅広い分野の情報を収集し、総

合相談体制を整備するとともに関係機関との連携を図り、各々の福祉ニーズに即した

総合的な相談援助を行う。また、さまざまな課題を抱えているものの、サービスにつ

ながらない市民へのアプローチを検討していく。 

 (2) 障がい者等相談支援事業   １３，７１２千円  

   障がい者や障がい児の保護者等からの相談に応じ、次の支援を行う。また、障がい

支援区分認定調査に関する業務を行う。 

    ① 福祉サービスの利用援助 

    ② 社会資源を活用するための支援 

    ③ 社会生活力を高めるための支援 

    ④ 権利擁護のために必要な支援 

    ⑤ 専門機関の紹介 

    ⑥ 関係機関との連絡調整 

    ⑦ 発達・療育に関する相談 

 (3) 指定特定相談支援事業      ５，０２１千円 

   市から指定を受け、障がい者や障がい児が在宅生活で必要な障がい福祉サービスを

適切に利用できるよう、サービス等利用計画を作成する。 

  

（障がい福祉課） 
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サービス区分 ５ 法人後見事業に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  判断能力が十分でない高齢者、知的・精神障がい者などが安心して生活できるよう、

法人として成年後見人等を受任する。また、判断能力が低下し、一人で生活していくの

に不安がある人に、郵便物の整理・確認、届け出の代行、日常的な金銭管理、重要書類

の管理などにより生活を支援する福祉サービス利用援助事業を実施する。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ９，５２５ ８，１８２ １，３４３ 

事業費支出 ７１１ ８１４ △１０３ 

事務費支出 ８０３ ７２７ ７６ 

繰入金支出 ８３４ １，８４２ △１，００８ 

支出合計 １１，８７３ １１，５６５ ３０８ 

 

３ 主要な施策 

 （1）法人後見事業   ３，７２０千円 

     法人として成年後見業務を受任し、財産管理や身上監護を行うほか、市内で活動す

る市民後見人の後見監督を行う。 

 (2) 福祉サービス利用援助事業   ８，１５３千円 

     知的障がい者や精神障がい者、認知症高齢者など、判断能力の低下がみられる人の

権利を擁護するため、次のサービスを行う。また、事業周知を行い、利用を促進して

いく。 

    ① 福祉サービス利用援助 

   福祉サービスの情報提供や相談、利用の申込み、契約の代行・代理などを行う。 

    ② 日常生活上の手続き援助 

      郵便物の整理・確認、届出の代行などを行う。 

    ③ 日常的金銭管理 

      日常生活上の生活費の管理、支払いの代行、生活費のお届けなどを行う。 

    ④ 書類等預かりサービス 

      預貯金通帳、実印、不動産の権利証などを預かる。 

 (3) 権利擁護推進事業運営委員会 

      法人後見活動や市民後見人への支援など、さまざまな権利擁護に関する課題を協議

する機関として、権利擁護推進事業運営委員会を設置し、福祉サービス利用援助事業

及び法人後見事業の適正運営について、さまざまな専門職から適切な相談・助言をい

ただく。 

  

（障がい福祉課） 
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サービス区分 ６ 地域活動支援センターに要する経費 

 

１ 事業の概要 

  障がい者及び障がい児または保護者の意思及び人格を尊重し、地域において自立した

生活を営むことができるよう、障がい者などの声をもとにした創造的活動または生産活

動の機会の提供及び社会との交流を促進する事業を実施する。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ５，０３３ ４，５１９ ５１４ 

事業費支出 ６，３３２ ６，２６４ ６８ 

事務費支出 １，４８２ １，７９２ △３１０ 

支出合計 １２，８４７ １２，５７５ ２７２ 

 

３ 主要な施策 

  (1) 地域活動支援センターの管理運営   ５，５１２千円 

    ① 利用促進 

      市や保健・福祉・医療機関・団体などとの連携により、利用の促進を図る。 

  ② 緊急時対策、非常時対策 

   利用者の病状に急変その他の緊急事態が生じたときは、速やかに医療機関へ連絡す

るなど適正な措置を講ずる。また、非常災害に備え、利用者に応じた避難・救出その

他必要な訓練を年２回以上行う。 

 (2) 自主事業及び受託事業の実施     ７，３３５千円 

  ① 教室事業 

      障がい者の創作的活動及び生産活動の機会を提供するため、さまざまな障がいの特

性に対応できる教室事業を実施する。また、教室事業で制作した作品を展示・販売し、

参加者の制作意欲の向上を図る。 

  ② 機能回復訓練事業 

   市からの委託により障がい者の身体機能改善のため、定期的に理学療法士及び作業

療法士の指導のもと、機能回復訓練を実施する。また、相談支援事業所などと連携を

図り、日常生活の様子などにも配慮する。 

    ③ 社会適応・生活訓練 

      一般就労または就労支援施設に通所している障がい者などに対し、社会参加の機会

と情報交換・交流の場を提供し、社会適応能力の向上を図る。また、障がい児と保護

者がともに行うことのできる日常生活訓練を実施する 

     

（障がい福祉課） 
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サービス区分 ７ 志木市児童センターに要する経費 

 

１ 事業の概要 

  児童に健全な遊びを提供して、その健康を増進し、情操を豊かにする児童福祉法の規

定に基づく目的を達成するための事業を展開するとともに、施設の維持管理に努め、利

用者が安心して安全に利用できる施設運営を指定管理者として行う。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ２０，３９８ ２０，６３７ △２３９ 

事業費支出 ２９１ ２７０ ２１ 

事務費支出 ２，２１７ ２，４２０ △２０３ 

繰入金支出 ４８２ ２４３ ２３９ 

支出合計 ２３，３８８ ２３，５７０ △１８２ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 児童センターの管理運営   ２３，０９７千円 

   ① 利用促進 

      学校や近隣の公共施設などへの案内やポスターの設置などを通し、センターのＰＲ

活動を充実させ、利用の促進を図る。また、利用しにくい地域へは、移動児童センタ

ー事業を通し、児童センターの周知を行い、地域の児童を見守る拠点としての役割を

ＰＲする。 

  ② 緊急時対策、防犯・防災対策 

   消防計画に基づく自衛消防訓練を行うほか、利用者の協力を得て、年４回避難訓練

（火災・地震・不審者対応）を行う。また、救急救命、応急処置、防犯体制など、職

員間の確認を月１回実施する。 

(2) 自主事業の実施   ２９１千円 

  ① 児童主対象事業 

      未就学児の親子が楽しむ機会を提供するとともに、保護者間の交流を支援し、継続

して利用できる場としての確立を目指す。また、小学生の実情に応じたさまざまな遊

びを通して、体験・経験の機会を提供し、仲間づくりや心身の健康と体力の増進、社

会性の育成を推進する。さらに、利用児童の生活環境（友達関係や家庭、地域におけ

る生活状況）の諸問題の早期発見や発生予防に努める。 

    ② 一般主対象事業 

      関係団体や機関の協力を得て、効率的な事業を展開する。また、関係事業所との連

携による事業を通じて、児童センターの周知・ＰＲに努める。 

③ 関係機関との連携 

 他機関との連携を図って多世代交流事業を実施するなど、専門性を生かした事業を

行うとともに、児童センターとしての役割を果たす。  

（こども未来課） 
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サービス区分 ８ 宗岡子育て支援センターに要する経費 

 

１ 事業の概要 

  子育て家庭の保護者、乳幼児などに対する支援を行うため、子育て親子の交流の場の

提供と交流促進を中心とした事業を展開するとともに、児童福祉法に基づく子育て支援

の拠点として、利用者が安心して安全に利用できる施設運営を指定管理者として行う。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 １０，２６３ １０，２０７ ５６ 

事業費支出 ３２９ ２８０ ４９ 

事務費支出 １，１９４ １，８１８ △６２４ 

繰入金支出 ２９４ ３５１ △５７ 

支出合計 １２，０８０ １２，６５６ △５７６ 

 

３ 主要な施策 

  (1) 宗岡子育て支援センターの運営   １１，７５１千円 

    ① 利用促進 

      乳幼児の親子が気軽に集える環境づくりを行い、利用の促進を図る。また、地域の

中で親子の交流を進め、センターのＰＲ活動を行う。 

  ② 緊急時対策、防犯・防災対策 

   消防計画に基づく自衛消防訓練を行うほか、利用者の協力を得て、年４回避難訓練

（火災・地震・不審者対応）を行う。また、救急救命、応急処置、防犯体制など、職

員間の確認を月１回実施する。 

  ③ ネットワーク 

   児童センター、市内子育て支援センター、児童発達相談センター及び健康増進セン

ターなどとの連携・協力により、地域子育て支援拠点の充実を図る。 

 (2) 自主事業の実施   ３２９千円 

    ① 子育て支援事業 

      子育てに関するさまざまな情報提供を行い、子育てが充実するための事業を実施す

るとともに、保育士など専門職である職員をはじめ、小児科医や公的機関の専門職に

よる相談支援を充実させ、子育ての不安軽減を図る。 

  ② リフレッシュ事業 

     保護者同士の交流を図り、育児不安や負担を解消し、リフレッシュできるよう、種々

の事業を開催する。 

   ③ 関係機関との連携 

他機関との連携を図って多世代交流事業を実施するなど、専門性を生かした事業を

行うとともに、子育て支援センターとしての役割を果たす。  

（こども未来課） 
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サービス区分 ９ 放課後子ども教室・学童保育クラブに要する経費 

 

１ 事業の概要 

  市からの委託により、保護者が就労などで常時留守になっている児童の保育を安心・

安全に取り組む学童保育クラブの運営を行う。また、宗岡第二・宗岡第三・宗岡第四小

学校の全児童を対象に、専用施設や学校内で楽しく安全に過ごすことができる事業とし

て、多様な体験・活動をする放課後子ども教室と学童保育クラブを一体的に運営する放

課後志木っ子タイム事業を地域で支え合える子育ての仕組みとして展開することによ

り、児童の健全育成を図る。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ９２，２９７ １００，２７２ △７，９７５ 

事業費支出 １５，２３４ １２，００１ ３，２３３ 

事務費支出 ６，８４６ ７，４１７ △５７１ 

支出合計 １１４，３７７ １１９，６９０ △５，３１３ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 放課後志木っ子タイム事業の実施   ８２，８９６千円 

   宗岡第二・宗岡第三・宗岡第四小学校において、地域人材の参加・協力などの市民

力を生かし、多彩な体験教室、遊びやスポーツのプログラムを行う。また、『地域の

パトロール隊「ちいパト隊」「ちいポリス」』を広め、帰宅時の児童の見守りのため

の地域ネットワークづくりを進める。さらに、こども未来課の連携によるこどもまつ

りを開催し、地域交流の場を提供する。 

 (2) 宗岡学童保育クラブの管理運営   ３１，４８１千円 

   宗岡小学校において、児童の安全と保護者の安心を確保した質の高い放課後児童健

全育成事業を継続して行う。また、今後、全市的に放課後志木っ子タイム事業が拡充

されることを想定し、社協内連携を密接にとるなど社協の特色を生かして、安心安全

な管理運営及び多彩な事業を展開していく。 

 (3) 緊急時対策、防犯・防災対策 

      児童の事故・ケガゼロを目指し、安心・安全な運営を行う。 

 (4) 職員の資質向上 

   児童、保護者の関わる問題を随時協議・共有し、支援体制を構築するとともに、さ

まざまな専門研修に取り組む。 

 (5) 保護者及び関係機関との連携 

   常に保護者と密接な連携をとり、児童に関する情報を共有し、子育てと仕事を両立

できるよう支援する。また、学校などの関係機関と連携を強化し、家庭での養育に役

立てるようにする。    

（こども未来課） 
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サービス区分 10 居宅介護支援事業に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  介護保険制度における指定居宅介護支援事業所として、高齢者が住み慣れた地域で暮

らしていくために要支援・要介護認定を受けた人のケアプランを作成し、関係各所との

連携強化を図りながら、要介護者の自立した在宅生活を支援していく。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ２４，４７５ ２４，７４５ △２７０ 

事務費支出 ４，０７３ ４，１８１ △１０８ 

繰入金支出 ２，０１４ ４，５３９ △２，５２５ 

支出合計 ３０，５６２ ３３，４６５ △２，９０３ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 居宅介護支援事業所の運営   ３０，５６２千円 

    ① 事業所の運営 

    利用ニーズに応じて、介護保険法に基づいた介護支援専門員の人員配置を適正に行

う。また、多様化する在宅介護ニーズに対し、関係事業所・機関と連携・協力して、

利用者が可能な限り自立した日常生活ができるよう、志木市の実情に即した継続的な

ケアマネジメントを実施する。 

  ② 会議・研修の実施 

      人事管理を適切に行い、計画的に保有資格を更新する。また、職員一人ひとりが介

護支援専門員として必要な専門知識を深め、支援の方向性を見いだす力を高めていく。

その上で、利用者の入退院・入退所の情報交換を迅速に行い、在宅生活にスムーズに

移行できるよう、さらなる連携を図る。 

    ③ 認定調査の実施 

   中立的・専門的立場により、要介護・要支援認定申請者の認定調査を行う。また、

この調査を通じて、高齢者の身体・生活実態と地域ニーズの把握に努める。 

  (2) 関係部署との連携 

     社会福祉協議会が運営する居宅介護支援事業所として、関係部署との連携を図って

事業を展開する。 

  

（長寿えがお課） 
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サービス区分 11 訪問介護事業に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  指定訪問介護事業所、指定居宅サービス事業所及び志木市委託事業所として、さまざ

まな制度に基づくホームヘルプサービスを行い、市民が住み慣れた地域で安心して暮ら

すことができるよう、在宅生活を支援していく。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ８０，８９８ ７７，９４３ ２，９５５ 

事業費支出 ０ ３０ △３０ 

事務費支出 ４，５２２ ４，７１１ △１８９ 

繰入金支出 １，７０５ ５，８３９ △４，１３４ 

支出合計 ８７，１２５ ８８，５２３ △１，３９８ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 訪問介護事業所の運営   ８７，１２５千円 

    ① 事業所の運営 

   地域に密着したサービスを提供するため、地区体制をとる。また、訪問介護員とし

ての専門的知識を向上するため、会議・研修会を実施する。 

    ② 高齢者世帯への取り組み 

      介護保険制度における訪問介護事業所の指定を受け、要介護・要支援者の在宅生活

を支えるホームヘルプサービスを提供する。 

    ③ 障がい者世帯、子育て世帯への取り組み 

      障害者総合支援制度における居宅サービス事業所として、障がい者の在宅生活を支

えるホームヘルプサービスを提供する。また、重度視覚障がい者の同行援護や移動支

援を行う。さらに、市が子育て支援を必要と判断した家庭に対し、家事援助などを提

供する訪問事業を委託により行う。 

    ④ 制度対象外サービスへの取り組み 

      通院時院内介助など介護保険制度で認められていないサービスが必要な場合は、活

用できる社会資源を紹介するほか、必要に応じて自費契約による訪問介護サービスを

実施する。 

  (2) 関係部署との連携 

     社会福祉協議会が運営する訪問介護事業所として、関係部署との連携を図って事業

を展開する。  

（長寿えがお課） 
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サービス区分 12 志木市福祉センターに要する経費 

 

１ 事業の概要 

  高齢者が健康で明るい生活を送ることができるよう、高齢者の介護予防の推進、教養

の向上及びレクリエーションの実施など、複合施設の利点を生かし、多世代交流などが

できる施設運営を指定管理者として行う。 

    また、志木市老人クラブ連合会の事務局として、老人クラブ活動や各種事業の支援を

通して、高齢者福祉の活性化を図る。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 １０，８５６ １０，７９７ ５９ 

事業費支出 ２，６５１ ２，６５３ △２ 

事務費支出 ５，８５７ ７，５５５ △１，６９８ 

繰入金支出 ４０１ ４１０ △９ 

支出合計 １９，７６５ ２１，４１５ △１，６５０ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 福祉センターの管理運営   １７，１１４千円 

  ① 利用促進 

      総合福祉センター２階フロアを中心とした安心、安全な施設管理により、利用者間

のコミュニケーションや生きがいづくりの場として、高齢者の社会参加活動を積極的

に促進する。また、多世代交流事業として、こどもランチルーム事業を共催で行う。 

  ② 緊急時対策、防犯・防災対策 

      年２回、消防計画に基づく自衛消防訓練を実施するとともに、危機管理マニュアル

に基づく緊急時の総合的な防犯・防災体制を整備する。 

 (2) 自主事業の実施   ２，６５１千円 

   ① 介護予防事業の充実 

   介護予防セミナーは、内容を吟味し、効果のある課題に集中する。また、高齢者運

動トレーニング、転倒予防事業を実施し、健康的で自立した生活が継続できるよう体

力維持・強化のための支援を行う。 

    ② 教室事業の実施 

     高齢者のニーズに応えた教室事業を通じて、相互交流を図る場を提供し、高齢者の

孤立防止や生きがいづくりを進める。 

  ③ 高齢者まつりの実施 

   高齢者の生きがいづくりの一環として、日頃の活動の成果が発表できる場や、作品・

芸能発表を通じた交流を深める機会として、高齢者まつりを実施する。 

  ④ 志木市老人クラブ連合会活動 

   志木市老人クラブ連合会の事務局として、「健康・友愛・奉仕」の精神で明るい生

活が送れるよう、老人クラブ活動への協力・支援を行う。  

（地域福祉課） 
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サービス区分 13 志木市第二福祉センターに要する経費 

 

１ 事業の概要 

  高齢者が健康で明るい生活を送ることができるよう、高齢者の介護予防の推進、教養

の向上及びレクリエーションの実施など、高齢者のサークル活動支援を行うとともに、

安心安全な施設の維持管理を指定管理者として行う。 

    また、隣接する市営住宅の安全確認を定期的に行い、一人暮らし高齢者に対する緊急

事態への不安軽減を図る。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 １３，６０４ １０，９６５ ２，６３９ 

事業費支出 ２，０６５ ２，０３３ ３２ 

事務費支出 ２０，１４８ １９，４７５ ６７３ 

繰入金支出 ４０３ ４０３ ０ 

支出合計 ３６，２２０ ３２，８７６ ３，３４４ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 第二福祉センターの管理運営     ３４，１５５千円 

  ① 利用促進 

      利用者同士の交流を図り、楽しみを増やせる生きがいづくりの場として、高齢者の

社会参加活動を促進する。また、安全な浴場管理に努める。 

  ② 緊急時対策、防犯・防災対策 

      年２回、消防計画に基づく自衛消防訓練を実施するとともに、危機管理マニュアル

に基づく緊急時の総合的な防犯・防災体制を整備する。 

  (2) 自主事業の実施   ２，０６５千円 

   ① 介護予防事業の充実 

   健康維持及び体力・筋力の向上を図るため、介護予防セミナー、筋力トレーニング、

転倒予防体操、毎朝の５分間体操、機能回復マシンなどに取り組む。 

    ② 教室事業の実施 

      高齢者のニーズに応えた教室事業を通じて、相互交流を図る場を提供し、高齢者の

孤立防止や生きがいづくりを進める。 

  ③ サークル活動の支援 

      サークル発表会を開催するなど、利用者同士による自主的なサークルが活動しやす

い環境を整える。 

  ④ 隣接住宅の見回り安全確認 

      隣接する市営城山住宅に居住する一人暮らし高齢者に、定期的な安全確認を行い、

緊急事態に対する不安軽減を図る。  

（地域福祉課） 
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サービス区分 14 多機能型事業所(生活介護)に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  障害者総合支援制度に基づき、利用者が自立した日常生活または社会生活を営むこと

ができるよう、利用者の意向、適性、障がいの特性その他事情を踏まえて個別支援計画

を作成し、利用者に対して適切かつ効果的な障がい福祉サービスを実施する。 

 

２ 支出予算額                                               (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ３０，０３１ ２４，７９９ ５，２３２ 

事業費支出 ４８１ ６８４ △２０３ 

事務費支出 ３，４００ ３，０１３ ３８７ 

就労事業・事業税支出 ４２０ ５４０ △１２０ 

繰入金支出 ０ １，８７７ △１，８７７ 

支出合計 ３４，３３２ ３０，９１３ ３，４１９ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 生産活動の実施     ４２０千円 

   日常生活能力の維持・向上を図るための訓練を行うとともに、自主製品制作に取り

組み、さまざまなイベントに積極的に出店する。 

 （2）生活介護事業の運営   ３３，９１２千円 

    ① 事業所の運営 

   適正な人員配置を行い、介護福祉システムによる利用者の支援情報や方針を共有し、

一人ひとりの能力に合わせた食事・排泄の介助や日常生活上の支援を提供する。また、

利用者の利便性を高めるため、送迎サービスの提供を行う。 

  ② 身体能力、日常生活能力の維持・向上のための支援 

   音楽療法、大正琴、スポーツレクリエーション、絵画教室などの余暇活動を通じて、

身体能力、日常生活能力の維持・向上を図るための支援を行う。 

    ③ 軽作業等の生産活動や創造的活動の機会の提供 

   アクリル毛糸製品やさをり製品の生産活動や創造的活動の機会を提供する。 

  ④ 緊急時対策、防犯・防災対策 

   年２回、消防計画に基づく自衛消防訓練を実施するとともに、利用者などの協力を

得て、地震などの災害にも対応する危機管理体制を確立する。 

  

（障がい福祉課） 



- 18 - 

 

サービス区分 15 多機能型事業所(就労継続支援Ｂ型)に要する経費  

 

１ 事業の概要 

  障害者総合支援制度に基づき、利用者が自立した日常生活または社会生活を営むこと

ができるよう、また、継続的な就労活動ができるよう、利用者の意向、適性、障がいの

特性その他事情を踏まえて個別支援計画を作成し、利用者に対して適切かつ効果的な障

がい福祉サービスを実施する。 

 

２ 支出予算額                                              (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ４０，３７５ ３９，１４５ １，２３０ 

事業費支出 １，８０８ ２，６６１ △８５３ 

事務費支出 ３，６８７ ２，９７６ ７１１ 

就労事業・事業税支出 １０，５７４ １２，５０８ △１，９３４ 

繰入金支出 ２，５３１ １，０００ １，５３１ 

支出合計 ５８，９７５ ５８，２９０ ６８５ 

 

３ 主要な施策 

  (1) 就労事業活動の実施     １２，３３２千円 

   一般就労に向けた就労継続支援を行うための生産活動・業務受託活動を実施する。 

   総合福祉センター東館１階を有効活用し、クッキーを中心とした菓子製品を開発し、

町内会事業やサロン、地元スーパーなどに販路を拡大していく。 

また、内職や施設外就労先を増やすため、イベントや販売活動時を利用して事業所

のチラシを配布し、事業の周知を図る。 

  (2) 就労継続支援Ｂ型事業の運営     ４６，６４３千円 

    ① 事業所の運営 

   適正な人員配置を行い、介護福祉システムによる利用者の支援情報や方針を共有し、

一人ひとりに合わせた就労の機会及び生産活動の機会の提供を行い、さらに知識・能

力が高まった利用者への一般就労に向けた支援をする。 

  ② 身体能力、日常生活能力の維持・向上のための支援 

   音楽療法、大正琴、スポーツレクリエーション、絵画教室など、生活介護が行う余

暇活動と併せて、身体能力、日常生活能力の維持・向上を図るための支援を利用者の

希望制により行う。 

  ③ 緊急時対策、防犯・防災対策 

   年２回、消防計画に基づく自衛消防訓練を実施するとともに、利用者などの協力を

得て、地震などの災害にも対応する危機管理体制を確立する。 

  

（障がい福祉課） 



- 19 - 

 

サービス区分 
16 地域包括支援センター（高齢者あんしん相談
センター）に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  市からの委託により、柏町、館・幸町地区の高齢者が住み慣れた地域で安心して生活

が続けられるように、相談を受け、高齢者を見守り、心身の状態に併せた支援を行う。

また「地域包括ケア」の中核機関として、必要な総合相談支援、権利擁護、包括的・継

続的ケアマネジメント支援、介護予防ケアマネジメントなどを実施する。 

 

２ 支出予算額                                              (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 ６６，８４１ ６８，０９２ △１，２５１ 

事業費支出 ６，２１８ ５，６４６ ５７２ 

事務費支出 ７，１０３ ７，５２５ △４２２ 

繰入金支出 ８０５ ７０７ ９８ 

支出合計 ８０，９６７ ８１，９７０ △１，００３ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 地域包括支援センター２か所（柏の杜、館・幸町）の運営    ６６，３３７千円 

  ① 総合相談支援業務 

   高齢者の相談を総合的に受け止めるとともに、訪問して実態を把握し、必要なサー

ビスにつなげる総合相談支援を行う。 

   ② 権利擁護業務 

      高齢者の虐待防止、消費者被害の予防対策、成年後見制度活用支援など、権利擁護

業務を行う。 

   ③ 包括的・継続的ケアマネジメント支援 

      高齢者に対し、包括的かつ継続的な福祉・介護サービスが提供されるよう、地域に

総合的、重層的なサービスネットワークを構築し、多様な社会資源を活用したケアマ

ネジメント体制の構築を支援する。 

   ④ 介護予防ケアマネジメント業務 

      介護予防事業、予防給付が効果的かつ効率的に提供されるよう、適切なケアマネジ

メントを行う。 

  ⑤ 包括的支援事業の取組 

在宅医療介護連携推進事業、自立支援型地域ケア会議の充実、認知症総合支援事業、

生活支援体制整備構築事業を行う。 

(2) 市受託事業（認知症施策、高齢者元気づくり事業）の実施     １，９０５千円 

     認知症カフェ、認知症声かけ模擬訓練、自立支援教室を行う。 

 (3) 指定介護予防支援事業所の運営   １２，７２５千円 

   要支援認定者の予防給付に関するマネジメントを実施する。 

（長寿えがお課） 
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サービス区分 17 志木市総合福祉センターに要する経費 

 

１ 事業の概要 

  指定管理者として、住み良い地域社会の形成と福祉の増進を図るため、誰もが安心し

て利用できる地域福祉拠点施設の運営を行うとともに、複合施設の利点を活かし、関係

機関や団体と連携した事業を実施する。 

 

２ 支出予算額                                              (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 １９，２８６ ２０，３２６ △１，０４０ 

事業費支出 ４２２ ５００ △７８ 

事務費支出 ２７，５１１ ２８，１３３ △６２２ 

繰入金支出 ２３２ ４４７ △２１５ 

支出合計 ４７，４５１ ４９，４０６ △１，９５５ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 総合福祉センターの管理運営   ４７，０２９千円 

   ① 利用促進 

      子どもから障がい者、高齢者に至る利用者がさまざまな目的で来館する複合施設で

あることから、館内各事業所の事業内容や予定を可能な限り把握し、窓口でワンスト

ップサービスの拡充や利用者対応の向上を図る。また、こどもランチルーム事業など

複合施設の特長を生かした多世代交流ができる場づくり、環境づくりを進める。 

  ② 利用者アンケートの実施 

      利用者アンケートを実施し、利用者のニーズや意見を分析、把握し、安全で安定的

な管理運営とサービスの向上を図り、利用の拡大に努める。 

③ 緊急時対策、防犯・防災対策 

      幅広い利用者に対応した危機管理体制を構築するため、年２回、消防計画に基づく

自衛消防訓練を実施するとともに、夜間を含め、いかなる緊急事態にも対応できるよ

うに進める。 

 (2) 自主事業の実施   ４２２千円 

  ① 総合福祉センターまつりの実施 

   利用者の会が中心となって、福祉団体や館内全ての事業所が参加し、さまざまな団

体やあらゆる世代の交流の場として、実施する。 

  ② サークル体験会の実施 

   利用団体の活性化を図るため、新たな利用者確保を目的としたサークル体験会を実

施する。 

  ③ 映画会の実施 

   高齢者や児童向けなどの映画会を実施し、総合福祉センター及び関係事業所の利用

促進を図る。  

（地域福祉課） 
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サービス区分 18 宗岡第二公民館に要する経費 

 

１ 事業の概要 

  指定管理者として、住民の教養の向上、健康を増進し、情操の純化、生活文化の振興、

社会福祉の増進を図るため、利用者の誰もが安心して利用できるように施設管理を行う

とともに、関係機関や団体と連携して各種事業を実施する。 

 

２ 支出予算額                                              (単位：千円） 

勘定科目 ３１年度予算額 ３０年度予算額 増減 

人件費支出 １５，６６６ １５，０４８ ６１８ 

事業費支出 ３，２２８ ４，９８５ △１，７５７ 

事務費支出 ８，６７３ ８，５０４ １６９ 

繰入金支出 ６８２ ９５３ △２７１ 

支出合計 ２８，２４９ ２９，４９０ △１，２４１ 

 

３ 主要な施策 

 (1) 宗岡第二公民館の管理運営   ２５，０２１千円 

   ① 利用促進 

   総合福祉センター１階総合窓口に事務所を配置し、貸館や備品貸出などのサービス

をワンストップで行う。 

また、サークル体験会を開催し、サークル活動の活性化を図る。 

  ② 利用者アンケートの実施 

      利用者アンケートを実施し、利用者のニーズや意見を分析、把握し、安全で安定的

な管理運営とサービスの向上を図り、利用の拡大に努める。 

③ 緊急時対策、防犯・防災対策 

   危機管理マニュアルを整備し、予防的措置を講じるとともに、夜間を含め、いかな

る緊急事態にも対応できるように進める。 

 (2) 自主事業の実施   ３，２２８千円 

    ① 共催事業の充実 

   総合福祉センターまつりなど、利用者の会や館内各事業所と合同による事業を開催

するほか、公民館が多世代交流の場としての役割も担えるよう、高齢者・子ども向け

の映画会、親子講座、こどもランチルーム事業など、さまざまな共催事業を開催する。 

  ② 図書室事業の魅力向上 

   年末年始及び図書整理日以外の毎日、図書室を開室し、市内２館２室のネットワー

クにより、地域住民の多様な資料要求に対応するほか、１階ロビーに雑誌等を閲覧で

きる場を確保し、総合窓口での図書の貸し出しサービスを行う。 

また、児童に特化した図書室として、児童書の充実や子育て関連本コーナーを設置

し、親子で楽しめる親しみやすい図書室運営に努める。 

（地域福祉課） 


